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Ⅰ 民法・関連法規 

Ⅰ－1 総則 

 

 

 

 

 

(1) 権利能力なき社団 

 

□□□【1】  判例の趣旨に照らせば、ある団体が法人格を有しない社団すなわち権利能力

なき社団であると認められるためには、団体としての組織を備え、多数決の原

則が行われ、構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続し、その組織に

おいて代表の方法、総会の運営、財産の管理その他団体として主要な点が確定

しているものであることが必要である。(R2-1-ｱ改) 

 

□□□【2】  判例の趣旨に照らせば、権利能力なき社団Ａの資産である不動産について、

これを登記するためには、Ａ名義で登記をすることはできないが、Ａの構成員

全員による共有名義で登記をすることや、Ａの代表者であるＢの個人名義で登

記をすることは可能である。(R2-1-ｳ改) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□□□【3】  判例の趣旨に照らせば、権利能力なき社団Ａの代表者であるＢが、Ａを代表

して、Ｃとの間で、Ａの活動に充てるための資金として 100 万円を借り受ける

金銭消費貸借契約を締結した場合、権利能力なき社団の取引上の債務は、その

社団の構成員全員に帰属することになるので、Ｂを含むＡの構成員各自は、Ｃ

に対して、直接の貸金返還債務を負う。(R2-1-ｲ改) 
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【1】  正：  権利能力のない社団といいうるためには、団体としての組織をそなえ、そこ

には多数決の原則が行なわれ、構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存

続し、その組織において代表の方法、総会の運営、財産の管理その他団体とし

ての主要な点が確定しているものでなければならない（最高裁判例昭 39.10.15）。 

 

 

【2】  正：  権利能力なき社団の資産はその社団の構成員全員に総有的に帰属しているの

であって、社団自身が私法上の権利義務の主体となることはないから、社団の

資産たる不動産についても、社団はその権利主体となり得るものではなく、し

たがって、登記請求権を有するものではない（最高裁判例昭 47.6.2）。したがっ

て、Ａの構成員全員による共有名義で登記をすることは可能であるが、Ａ名義

で登記をすることはできない（昭 23.6.21 第 1897 号、昭 28.12.24 第 2523 号）。

また、権利能力なき社団自身を当事者とする登記ができないこと、社団構成員

全員の名において登記をすることは、構成員の変動が予想される場合に常時真

実の権利関係を公示することが困難であることから、権利能力なき社団の代表

者個人の名義で登記をすることが認められている（最高裁判例昭 47.6.2）。した

がって、Ａの代表者であるＢの個人名義で登記をすることも可能である。しか

し、代表者個人名義に団体の代表者である旨の肩書きを付すことはできない（昭

36.7.21 第 625 号、最高裁判例昭 47.6.2）。 

 

【3】  誤：  権利能力なき社団の代表者が社団の名においてした取引上の債務は、その社

団の構成員全員に、一個の義務として総有的に帰属するとともに、社団の総有

財産だけがその責任財産となり、構成員各自は、取引の相手方に対し、直接に

は個人的債務ないし責任を負わない（最高裁判例昭 48.10.9）。したがって、Ｂ

を含むＡの構成員各自は、Ｃに対して、直接の貸金返還債務を負わない。 
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